
（宛先）旭川市長

㊞

　平成２９年度　認可保育所等の施設整備について，次のとおり認可保育所等整備計画書を提出します。

１　整備予定施設

（１）施設名称

（２）整備区分

２　提出書類

３　事務担当者氏名等

（１）担当者氏名

（２）連絡先住所

（３）電話番号

（４）ＦＡＸ番号

（５）E-mail アドレス

別添「平成２９年度　認可保育所等整備計画書に係る提出書類一覧」に示す書類一式

平成　　年　　月　　日　

住　　所

法 人 名

理事長名

※認定こども園整備を計画している法人については，施設名称に類型を記載すること。

認可保育所等整備計画書の提出について



様式第1号

１　入所動向や保育環境，施設老朽化など，実態に基づく整備の必要性

２　整備予定地の選定理由

３　上記のほかに整備を要する理由

４　特別保育事業等の実施理由（実施を考慮に入れた計画を策定している場合）

５　その他の事業の実施（放課後児童クラブ等）

（別に詳細を記載する様式有り）

整備計画の趣旨及び必要性
　現施設における児童の保育環境や施設の老朽度，整備予定地の選定理由など，以下の項目に
整理して，整備を要する理由を記入してください。（別紙添付可）

（別に詳細を記載する様式有り）

※認定こども園を計画する場合は，子育て支援事
業の実施は必須。



様式第2号

１ 法人等の概要

(１) 法 人 名

(２) 理 事 長 名

(３) 所 在 地

(４) 設立年月日

２ 整備予定地の状況

(１) 所 在 地

(２) 面積／地目／用途地域

(３) 現 所 有 者

(４) 取 得 方 法

３ 整備施設の概要

(１) 施 設 名

(２) 定 員 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計

1号認定 人

2･3号認定 人

合　計 人 人 人 人 人 人 人

(３) 整 備 区 分

(４) 整 備 期 間

(５) 構 造

(６) 建 築 面 積

４ 既存施設の概要

(１) 構 造

(２) 面 積

(３) 建築年月日

(４) 補助金の有無・名称　　有（名称　　　　　　　　　　　　　　　　）・無

(５) 定 員 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計

1号認定 人

2･3号認定 人

合　計 人 人 人 人 人 人 人

５ 事業費及び資金計画

(１) (単位：円)

小計

小計

厨房機器工事

冷暖房工事

認可保育所等整備計画

整備費内訳（税込金額）

建築主体工事

電気設備工事

衛生設備工事

特殊附帯設備工事

解体工事

昇降機工事

（　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　）

外構工事

　設備整備費（備品等）

合計

設計監理費

大型遊具購入費

用地取得費

運転資金

事務経費
（　　　　　　　　　）



様式第2号【添付書類】

人

各園 人 人

距　離 ｋｍ

交通機関

所要時間 分

土　地 建　物 土　地 建　物

氏　名

法人との
関係

□有　　□無 □有　　□無 □有　□無 □有　□無

有の場合
関係記入

開始日

満了日

年　数 年 年 年 年

円 円 円 円

円 円 円 円

□済　　□予定 □済　　□予定 □済　□予定 □済　□予定

□地上権　□賃借権 □賃借権 □地上権　□賃借権 □賃借権

※「所有者」について，自己所有の場合は「自己所有」と記入し，以下の欄は記入不要。

地上権・賃借権
の設定

敷 金 ・ 礼 金

賃借料の財源

賃借料(月額)

本　園（中心保育所）

本
園
と
の
立
地

施 設 名

保育所分園の設置概要

所
有
者

契
約
期
間

所 在 地

設 置 主 体

運 営 主 体

定 員

他施設との
複合状況

分　園



様式第3号（保育所整備の場合） No.1

1 施 設 名

2 法 人 名

3 所 在 地

4 建物の状況 （構造・階数）

5

室数

3.3 ㎡×　　　人(0歳児)＝ ㎡

㎡

医務室

調理室

便所

調乳室

沐浴室

事務室

休憩･更衣室

物品庫

(0.00㎡)

㎡

㎡

小　計
㎡

㎡3.3㎡×　　　人(1歳児)＝

必要面積 3.3㎡×　 　人(２歳以上児)＝ ㎡

避難用設備

転落事故防止設備

㎡

 0.00㎡

その他 ㎡

(0.00㎡)

㎡

遊戯室 1.98㎡×　 　人(２歳以上児)＝ ㎡必要面積

(0㎡)

㎡

㎡

㎡

(0.00㎡)

整備計画
備　考面積

(有効面積)

設備の状況

保育室
（クラス数）

　　室
（　　）

必要面積

1.98㎡×　 　人(２歳以上児)＝

㎡

　　                   造　　　　　建

室　名

乳児室
㎡

小　計
(0㎡)

ほふく室 必要面積

必要面積

(0.00㎡)

施設及び運営の基準等確認調書

乳児用　　個・児童用大便器　　個・児童用小便器　　個
職員用　　個・調理員用　　個

㎡

㎡

合　計 ㎡

㎡

㎡

耐火性

屋外遊戯場
（園庭）



様式第3号（保育所整備の場合） No.2

6 土地の状況  

7 職員の状況

所長（園長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

定数
(必要数)

予定
配置数

0歳児 3:1

1歳児

2歳児

3歳児 20:1

4歳児

5歳児

人 人

ー 人

30:1

加配保育士
保育標準時間認定を受けた子どもが利用す

る施設は保育士を１人配置

職　種 備　考

合　計

その他（一
時預かり事
業保育士，
放課後児童
クラブ支援

員等）

嘱託歯科医

小　計

調理員
（～４０名：１名，４１名～１５０：２名，１５１～：３名(内１
人非常勤)）

栄養士

保育士（及び
幼稚園教諭，
保育教諭）

定
員

基
準

6:1

事務員

嘱託医（学校医）

主任保育士（専任）

休憩保育士 （定員９０名以下は１名配置）

資　格 児童福祉事業従事歴等

敷地面積 建築面積

設置遊具

氏　名 年　齢 現　職 備考



様式第3号-1（幼保連携型認定こども園整備の場合） No.1

1 施 設 名

2 定　員 0歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計

3 建物の状況 （構造・階数）

4 園舎の面積

園舎の延床面積

必要面積 (①＋②＋③＋④)

室名

乳児室

ほふく室

保育室又
は遊戯室

5 園舎に備える保育室等

室数

職員室

保健室

調理室

便所

水遊び場

図書室

会議室

(0.00㎡)
㎡

㎡

(0㎡)

必要面積

3.3㎡×　　　人(1歳児)＝

3.3㎡×　　　人(0歳児)＝

(0.00㎡)

(0.00㎡)

(0.00㎡)

保育室＋遊戯室
㎡

合　計 ㎡

㎡

㎡

その他 ㎡

㎡

㎡

㎡
乳児用　　個・児童用大便器　　個・児童用小便器　　個
職員用　　個・調理員用　　個

㎡

㎡

㎡

㎡

必要面積 1.98㎡×　　人(2歳児以上)＝

必要面積

室　名
整備計画

備　考面積
(有効面積)

㎡
㎡

㎡

乳児室

ほふく室

保育室

遊戯室

3.3㎡×　　　人(1歳児)＝　③

1.98㎡×　　　人(2歳児)＝　④

室数 計算式 必要面積

3.3㎡×　　　人(0歳児)＝　②

　　                   造　　　　　建

㎡　

㎡　

学級数
１学級　180㎡　又は

２学級以上　320㎡＋100×（学級数-2）＝　①

幼保連携型認定こども園最低基準確認調書

1歳児 2歳児



様式第3号-1（幼保連携型認定こども園整備の場合） No.2

6 園舎に備えるべき設備

7 園庭

園庭の面積

必要面積 (①と②の大きい方＋③)

３歳以上
の園児数

２歳の
園児数

8 土地の状況  

敷地面積 建築面積

設置遊具

3.3㎡×　　　人(3歳以上の園児数)＝　②

3.3㎡×　　　人(2歳児)＝　③

転落事故防止設備

㎡　

㎡　

学級数
２学級以下　330㎡＋30㎡×(学級数-1)　又は

３学級以上　400㎡＋80㎡×(学級数-3)   ＝　①

園児清浄用設備 有・無

耐火性

避難用設備

放送聴取設備 有・無

映写設備 有・無

手洗用設備（必須） 有・無

足洗用設備（必須） 有・無

飲料水用設備（必須） 有・無 手洗用設備又は足洗用設備と区分すること



様式第3号-2（幼保連携型認定こども園整備の場合）

法人名

定数
(必要数)

予定配置数

1人

0歳児 3:1

1歳児

2歳児

3歳児 20:1

4歳児

5歳児

1人

1人

1人

1人

1人

1人

1人

ー合　計

その他（一時
預かり事業保
育士，放課後
児童クラブ支

援員等）

学校（嘱託）医

学校（嘱託）歯科医

学校（嘱託）薬剤師

養護教諭

養護助教諭

事務職員

副園長

教頭

主幹養護教諭

小　計

調理員
（～４０名：１名，４１名～１５０：２名，１５１
～：３名(内非常勤1名可)）※保育認定子どもの定
員

栄養士

保育
教諭

保育教諭
保育標準時間認定を受けた子どもが利用
する施設は保育教諭を１人配置

保育教諭 ※特別支援担当保育教諭がいる場合

学級の専任保育教諭等

学級の専任保育教諭等

主幹保育教諭（専任）

保育教諭
保育認定子どもに係る利用定員が90人
以下の施設は保育教諭を１人配置

定
員

基
準

6:1

学級の専任保育教諭等

30:1

職員配置予定数確認書

職　種 備　考

園長



様式第3号-1（幼保以外認定こども園整備の場合） No.1

1 施 設 名

2 定　員 0歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計

3 建物の状況 （構造・階数）

4 園舎の面積

必要面積 ①

室名

乳児室そ
の他設備

②

ほふく室
その他設
備

3.3㎡×　　　人(1歳児)＝　 ③

保育室又は
遊戯室その
他設備

④

5 園舎に備える保育室等

室数

職員室

保健室

調理室

便所

水遊び場

図書室

会議室

合　計 ㎡

㎡

㎡

その他 ㎡

㎡

㎡

㎡

㎡
乳児用　　個・児童用大便器　　個・児童用小便器　　個
職員用　　個・調理員用　　個

㎡

保育室＋遊戯室
㎡

(0㎡)

(0.00㎡)

保育室
㎡

必要面積 1.98㎡×　　人(2歳児以上)＝ ㎡

(0.00㎡)

ほふく室
㎡

必要面積 3.3㎡×　　　人(1歳児)＝ ㎡

遊戯室
㎡

(0.00㎡)

室　名
整備計画

備　考面積
(有効面積)

乳児室
㎡

必要面積 3.3㎡×　　　人(0歳児)＝ ㎡
(0.00㎡)

室数 実部屋及び設備面積

3.3㎡×　　　人(0歳児)＝　

1.98㎡×　　　人(2歳児)＝　

計算式 必要面積

　　                   造　　　　　建

㎡　

㎡　

学級数
１学級　180㎡　又は

２学級以上　320㎡＋100×（学級数-2）＝　①

保育所型又は幼稚園型認定こども園最低基準確認調書

1歳児 2歳児

（満２歳以上満３歳未満の子どもの保育の用に供する保育室，遊戯室その他の施設設備の面積
及び満２歳未満の子どもの保育の用に供する乳児室，ほふく室その他の施設設備の面積を除
く。）

（総園舎面積-②-③-④）園舎面積



様式第3号-1（幼保以外認定こども園整備の場合） No.2

6 園舎に備える設備

7 園庭

園庭の面積

必要面積 (①と②の大きい方＋③)

３歳以上
の園児数

２歳の
園児数

8 土地の状況  

敷地面積
建 築 面

積

設置遊具

幼稚園型必須

3.3㎡×　　　人(3歳以上の園児数)＝　②

3.3㎡×　　　人(2歳児)＝　③

転落事故防止設備

㎡　

㎡　

学級数
２学級以下　330㎡＋30㎡×(学級数-1)　又は

３学級以上　400㎡＋80㎡×(学級数-3)   ＝　①

園児清浄用設備 有・無

耐火性

避難用設備

放送聴取設備 有・無

映写設備 有・無

手洗用設備 有・無

足洗用設備 有・無

飲料水用設備 有・無 手洗用設備又は足洗用設備と区分すること



様式第3号-2（幼保以外認定こども園整備の場合）

法人名

定数
(必要数)

予定配置数

1人

0歳児 3:1

1歳児

2歳児

3歳児 20:1

4歳児

5歳児

1人

1人

1人

1人

1人

1人

（１人）

ー合　計

その他（一時
預かり事業保
育士，放課後
児童クラブ支

援員等）

学校（嘱託）医

学校（嘱託）歯科医

学校（嘱託）薬剤師 幼稚園型の場合必須

養護教諭

養護助教諭

事務職員

副園長

教頭

主幹養護教諭

小　計

調理員
（～４０名：１名，４１名～１５０：２名，１５１
～：３名(内非常勤1名可)）※保育認定子どもの定
員

栄養士

保育
教諭

保育教諭
保育標準時間認定を受けた子どもが利用
する施設は保育教諭を１人配置

保育教諭 ※特別支援担当保育教諭がいる場合

学級の専任保育教諭等

学級の専任保育教諭等

主幹保育教諭（専任）

保育教諭
保育認定子どもに係る利用定員が90人
以下の施設は保育教諭を１人配置

定
員

基
準

保育士資格必須

6:1
保育士資格必須

保育士資格必須

学級の専任保育教諭等

30:1

職員配置予定数確認書

職　種 備　考

園長

※職員配置については，北海道認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営の基準を定める条例及び施行
規則を確認し，適正に配置計画すること。



様式第4号

■総事業費
(単位：円)

■財源計画
(単位：円)

国補助額 道補助額 市補助額 計 一般財源
機構借入金
(A)【元金】

金融機関借入

金

(B)【元金】
寄付金 (　　　　) 計

■機構借入金財源（Aの内訳）
(単位：円)

元金(A) 利息 計 法人支出 (　　　　) 計

■金融機関借入金財源（Bの内訳）
(単位：円)

元金(B) 利息 計 寄付金 法人支出 (　　　　) 計

■寄付金（贈与金）について

年齢 職業
法人との

関係
預貯金合計

既借入分に
対する寄付

有　　無

有　　無

有　　無

■既存社会福祉事業等の整備及び運営に伴う借入金の状況

借入年月日

合計

機構借入金

設置者負担

施設整備費 土地購入費 (　　　　　　　　　) 計

財源内訳

認可保育所等整備費補助金

財 源 計 画 内 訳 書

寄付(贈与)者氏名
前年の課税
所得・利益

借入先（　　　　　　　　　　　） 財源内訳

対象事業（施設名） 借入金額（元金） 償還期間 残額（利息を含む。）



様式第5号

■事業内容 入力してください

定員(整備前) 定員(整備後) 増数

0人 2・3号認定

0人 0人 0人 合計

分園整備，一部増改築，仮設施設工事を予定する場合はご相談ください。

■事業費 (単位：円(税込))

事業費 補助対象（A） 補助対象外

0

0

0

0

0

0

0

0

(a)

0

0

0

0

0

0

0

0

0

■補助基準額（「保育所等整備交付金単価」から算定）
基準額算定↑A×2/3
（千円未満切捨） (単位：円)

金額

計画

計画
（※加算とならない場合有

り）

解

体

必要とする場合

※1 基準額の5%

0

0

※2 基準額×定員増数

■補助算定基本額と負担割合 (単位：円)

(D)×1/8

(A)-(D)-(E)

■補助交付予定額 (単位：円)

工事区分 備考

施設名：

補助金算出調書（試算）　H28年度単価（H29年度は未定）で試算

整備区分

増改築

（様式第2号とあわせること）

厨房設備工事

昇降機工事

（その他適宜追加すること）

小計

解体工事

　 仮設施設工事（必要する場合）

本
体
工
事
費

建築主体工事

電気設備工事

衛生設備工事

冷暖房工事

特殊附帯設備工事（実施の場合）

種目 備考

外構工事

設計監理費
補助対象経費の上限額は，工事請負費の
2.6%　＝a×2.6% ※設料加算から解体，仮設
工事対象外のため除外

 　備品購入費

大型遊具購入費用

用地取得費

その他必要資金

合計

本

体

工

事

定員規模による定額

放課後児童クラブ併設加算 9,610,000円

特殊附帯設備工事加算 9,610,000円

解体撤去工事費 　整備前定員〇〇～〇〇名の基準額

加

算

な

ど

設計料加算 　※１

保育所開設準備費加算 　※２

 　仮設施設整備工事

合計

合計（B）交付基礎額 　1,000円未満の端数切捨て

基準額 ①本体工事基準額(放課後児童クラブ，特殊附帯設備工事を含み，開設準備加算を除く)

①×０．０５ 　=設計料加算

基準額 ①整備後の定員区分

①×増定員数 　=保育所開設準備加算

補助算定基本額（C） (A)の2/3と(B)を比較して少ない額を選定

国支出（D） 1,000円未満の端数切捨て

市支出（E） 1,000円未満の端数切捨て

法人負担（F） 総事業費-(D)-(E)

補助金額（G） (D)＋(E)　　整備年度に交付



様式第6号

（Ａ）沿革（施設の発足から今日に至るまでを簡単（箇条書）に記載すること。）

（Ｂ）配置図
　用地面積　　　　　㎡（借用地の場合は、借入先を記載すること。）　

※別紙添付可

（注）　整備後の施設配置について朱書で記入すること。
（Ｃ）施設の経歴 入所（利用）定員 名

千円

（注）１　配置図及び経歴は，詳細確実に記入すること。
　　　２　今回協議部分は朱書し，一見して他と判別できるようにすること。

（Ｄ）用地の状況
　（地すべり防止区域等危険区域内である場合は，その名称，指定年月日及び防災措置の状況を記入すること。）

5

4

合計

構造建物の名称

3

2

1

施設の配置図及び施設の経歴

旭川市市 区 町 村 名
法 人 名
施 設 名

説明
整理

所有の状況 延面積
補　助　の　状　況

番号 補助金名 年　度 金 額



様式第7号

階建 階部分

※別紙添付可

1 造

2 ㎡

3 年 月 日

（ ） 年

4 年度 円

5 名

6

1 各室の名称，面積を必ず記入すること。また，居室については，１室当たり人員を記入すること。
2 建物の構造，建築（移築）年月日（経過年数）及び国庫補助を受けた年度と額を必ず記入すること。
3 その他参考事項欄には，古材を使用した建物である場合等においてその内容を記入すること。
4 必要に応じ現状を示す写真を添付すること。
5 施設の新設については作成を要しないこと。

そ の 他 参 考 事 項

（ 経 過 年 数 ）

国 庫 補 助 金 額

入 所 人 員

延 面 積

建築（移築）年月日

工事実施前の施設の平面図

(注)

階建

市 区 町 村 名

法 人 名

施 設 名

旭川市

建物の名称

構 造



様式第8号

階建 階部分

※別紙添付可

1 造

2 ㎡

3 年 月 日

4 年 月 日

5 名 保育室 室 人定員

ほふく室 室 人定員

乳児室 室 人定員

6

(記入上の注意事項)
各室の名称，面積を必ず記入すること。また，居室については，１室当たり人員を記入すること。

(添付資料)
１　工事関係資料（工程表，設計図，部屋別面積表）
２　用地関係資料
　　・取得の場合（贈与契約書又は売買契約書，所有権移転確約書，不動産登記事項証明書）
　　・貸与の場合（地方公共団体の無償貸与契約書，土地賃貸借契約書，地上権設定契約書，不動産登記事項証明書）
３　その他参考となる資料があれば添付すること。

階建

その他参考事項

延 面 積

着工予定年月日

竣工予定年月日

入 所 人 員

建物の名称

構 造

整備工事実施後の施設の平面図

市 区 町 村 名

法 人 名

施 設 名

旭川市



様式第8号【添付書類-1】

〔施設名 　　　　　　　　　　　　　　　　　〕 （単位：㎡(小数点以下第2位)）

暖房 冷房 ＳＰ

１階小計

２階小計

３階小計

※保育室，乳児室，ほふく室，遊戯室，一時預かり事業専用室，放課後児童クラブ専用室については有効面積を記入してください。

※分園がある場合は各施設毎及び合計を作成すること

一
階

二
階

三
階

合計

各 室 面 積 表

区
分

室名 室数 各室面積 備考
有効面積

該当する場合○を記入



様式第8号【添付書類-2】

入力箇所

整 備 後 定 員 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計

1号認定 0人 0人 0人 人

2･3号認定 9人 12人 13人 14人 15人 16人 79人

合　計 9人 12人 13人 14人 15人 16人 79人

各室面積 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計

必要面積 29.70㎡ 39.60㎡ 25.74㎡ 27.72㎡ 29.70㎡ 31.68㎡ 184.14㎡

184.14㎡

各室面積 35.00㎡ 42.21㎡ 27.12㎡ 28.72㎡ 30.34㎡ 32.98㎡ 196.37㎡

一部合計 196.37㎡

遊戯室 120.12㎡

保育室等合計 316.49㎡

経過年数 建築年月日（登記簿） 昭和58年1月25日 経過年数 34年8ヶ月 （H29.10.１時点）

47年 構造 非木造

仮設施設 不要

職員休憩室 有

児童用トイレ 大便器個数 小便器個数

7個 7個

子育て支援

事業専用室

無

取組みの内容について詳細を記載してください。（別添で追加資料の添付など可）

一預かり保育

事業専用室

放課後児童

クラブ専用室

資源有効活用 有

整備について 円（税込）

設備の内容について詳細を記載してください。（設備カタログ（パンフレット），設備性能がわかる追加資料の添付も必須とする）

119.16㎡

バリアフリー
化等の取組に
ついて

※鉄骨造の場合は，骨格材の肉厚がわかる根拠資料を添付すること。

既存施設耐用年数

有

鉄コン

審査基準確認調書

【施設データ入力】※施設に係る面積は全て有効面積とする。

120.12㎡

0～５歳児用全て

69.30㎡ 114.84㎡

77.21㎡

有

有

見積金額(根拠資料を添付すること)



審査

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

各室最低基準 ○ ○ ○ ○

保育室

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

各室最低基準 ○ ○

4個 ＋１ 5個 ○

3個 ＋１ 4個 ○

耐用年数 経過年数 構造

47年 34年8ヶ月 非木造

児童用トイレについて

最低基準110% 32.67㎡
乳児

総最低基準面積150%

乳児定員＋2

ほふく定員＋2

36.30㎡

46.20㎡

保育室等について

乳児室・ほふく室について

最低基準105%

最低基準110%

保育室について

最低基準50% 57.42㎡
遊戯室面積

太枠は市確認用

既存耐用年数

大便器

小便器

総最低基準面積200%

276.21㎡

322.25㎡

368.28㎡

総最低基準面積175%

について

31.18㎡

最低基準80%

最低基準120%

ほふく

最低基準105% 41.58㎡

最低基準120% 35.64㎡

91.87㎡

137.80㎡

最低基準115% 34.15㎡

43.56㎡

最低基準120% 47.52㎡

最低基準115% 45.54㎡



様式第8号【添付書類-3】

・子育て支援事業を実施する場合は計画を具体的に記載ください。

子育て支援事業について

施設名：



様式第8号【添付書類-4】

・一時預かり事業（一般型）を実施する場合は計画を具体的に記載ください。
※職員配置・確保内容についても必ず記載してください。

以下，具体的な計画を記載ください。

専用室の有効面積　　　　　　㎡

一時預かり事業（一般型）の計画について

施設名：

現在の実施状況 実施　無し・有り



様式第8号【添付書類-5】

・放課後児童クラブを実施する場合は計画を具体的に記載ください。
※１　職員配置・確保内容についても記載してください。
※２　利用者負担額（その内訳（利用料，おやつ代等）も含む）の考え方も記載ください。
※３　受入れを予定する学校，児童の移送の計画及びその手法等についても記載ください。

以下，具体的な計画を記載ください。

専用室の有効面積　　　　　　㎡

放課後児童クラブの計画について

施設名：

計画定員 人



様式第8号【添付書類-6】

・特別支援保育を実施する場合は計画を具体的に記載ください。
※職員配置・確保内容についても記載してください。

以下，具体的な計画を記載ください。

定員　　　人

整備後計画 定員　　　人

特別支援保育の計画について

施設名：

現在の実施状況 実施　無し・有り 有りの場合


